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１．相談者（消費者）の都道府県分布

　電話相談を寄せた相談者は、全体の９０．０％が「消費者」

で、その他は「消費生活センター・地方公共団体等」「事

業者」などとなっている。大半が消費者からの相談だと

言ってよい状況だ。

　その消費者からの相談における相談者の地域分布を見

てみると、「新築相談」、「リフォーム相談」ともに関東地方

が４割以上を占めている。さらに都道府県分布で見る

と、相談者数の上位６都府県（東京都、神奈川県、大阪府、

千葉県、埼玉県、愛知県）で過半数を占めている。これ

らのデータは、新築住宅やストックの絶対数の多さが反

映された結果と言える。

　そこで、新築住宅着工戸数および住宅ストック数に対

する相談件数の割合（図１、図２）を見てみると、「新築相

談」では、沖縄、山梨、高知、奈良、富山など、比較的

着工戸数の少ない県での相談も多い。またリフォームで

は、東京、神奈川の相談数が非常に高くなっているほか、

奈良がこちらでも数が多いのが特徴的だ。

※「新築相談」は、築後３年までに約半数の相談が集中し

ているため、当該年度を含めた最近３年間の新築住宅

着工戸数（出典：建築着工統計調査／国土交通省）の合

計と比較している。

※「リフォーム相談」は、住宅ストック数（出典：令和５

年度住宅・土地統計調査／総務省）と比較している。

２．住宅の形式と構造

　相談された住宅の形式は、全体の約３／４が「戸建住宅」

であり、「共同住宅等」は２割５分ほど。「新築相談」では、

９割弱が「戸建住宅」についての相談になっている。

　また住宅の構造種別は、「木造」が約７割となってい

る。住宅の形式別でみると、「戸建住宅」では「木造」が「新

築相談」では９０．９％、「リフォーム相談」では８３．２％を占

め、「共同住宅等」では「ＲＣ造・ＳＲＣ造」が「新築相談」で

６９．１％、「リフォーム相談」で８４．７％を占めている。

３．相談内容の傾向

　２０２４年度におけるトラブルに関する相談の件数は

２１，４５０件であり、電話相談全体３０，８１２件の６９．６％を占

める。そのうち、「新築相談」は９，０７２件、「リフォーム相

談」は７，６６７件であった。

　また、トラブルに関する相談のうち、住宅の不具合や

契約に関するトラブルの相談は、「新築相談」では９８．７％、

　（公財）住宅リフォーム・紛争処理支援センター（淡野博久理事長）では、住宅の取得やリフォームに関し、ト
ラブルや不安を抱える消費者等に対し、技術的な問題から法律的な問題まで幅広く電話相談（通称「住まいるダ
イヤル」）を行っている。
　このほど、２０２４年度において同センターに寄せられた相談内容等を統計的に整理した「住宅相談統計年報
２０２５」が公表された。２０２４年度にあった新規の電話相談（前年度からの継続相談ではないもの）は３０，８１２件で、
前年度から約５．４％減少。うち、新築として取得した住宅に関する相談（新築相談）は１１，６８２件、リフォーム工
事に関する相談（リフォーム相談）は１１，９２０件となり、初めて「リフォーム相談」が「新築相談」を上回った。
　ここではその年報の中から、興味深いデータをいくつか取り上げて紹介し、住まい手から見た住宅の問題点
の傾向を見ていく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 編集部

住宅リフォーム・紛争処理支援センター「住宅相談統計年報２０２５」より

電話相談の住宅不具合事象は、
「ひび割れ」、「雨漏り」、「はがれ」が多数

リフォーム物件の相談数が初めて新築上回る
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「リフォーム相談」では９８．６％を占めた。

　ちなみに住宅以外のトラブルとしては、賃貸借契約、

相隣関係や相続などのトラブルなどがあった。

４．不具合事象・部位

　２０２４年度の電話相談における住宅のトラブルに関す

る相談のうち、雨漏りやひび割れなどの不具合が生じて

いる相談について集計が行われている。「新築相談」と「リ

フォーム相談」それぞれの内容について見ていく。
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図 1　過去 3年分の新築住宅着工戸数 1,000戸あたりの新築相談件数（消費者）
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図 2　住宅ストック数 100,000戸あたりのリフォーム相談件数（消費者）
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